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商工労働観光部

1 中小企業設備投資促進事業費 ものづくり振興課

2 ものづくり産業設備投資等促進金融支援費 商業・経営支援課

3 中小企業技術支援事業費 中小企業技術センター

4 ものづくり産業正規雇用創出事業費

文化学術研究都市推進課
総合就業支援室
ものづくり振興課

染織・工芸課
緊急経済・雇用対策課

5 高度人材正規雇用促進事業費 総合就業支援室

6 革新的エネルギーシステム創出事業費 ものづくり振興課
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平成２５年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業設備投資促進事業費

予 算 額 ５００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

中小ものづくり企業の成長を後押しし、正規雇用を創出するため、生

産設備の増強等を支援

２ 事業内容

補助対象者
府内に本社を有する中小企業・組合

事 業 内 容 （製造業又は情報通信業）

目 的
補 助 要 件

年度内に正規雇用３名以上を創出する企業

対 象 （府内に住所を有する者を雇用する場合に限る）

方 法 等

補 助 対 象 工場の建設や増改築、生産設備の増強等を行う場合の

経 費 設備投資費用

１５％以内（下限：１００万円 上限：１億円）

補 助 率 等 ※他に、正規雇用者１人当たり４０万円の雇用補助金を

支給（雇用された方が障害者である場合は５０万円）

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成担当 課･担当電話番号 075-414-5103

商工労働観光－１



平成２５年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 ものづくり産業設備投資等促進金融支援費

予 算 額 １，０００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域の産業政策と一体となった安定的かつ良質な雇用の創造を推進す

るため制度融資を創設

２ 事業内容

新規融資枠 １００億円

事 業 内 容

制度融資の概要

目 的
対 象 者

国の戦略産業雇用創造プロジェクト利子補給金（※）

対 象 を受ける中小企業者（製造業又は情報通信業）

方 法 等

融資要件 原則１年以内に正規雇用を１人以上増加させること

期 間 等 運転・設備資金、１０年以内（据置期間１年以内）

限 度 額 有担保２億円、無担保８，０００万円

利 率 年１．７％（固定金利）

保証人・担保
原則として連帯保証人１名以上又は信用保証協会の

保証（必要に応じて担保を求める）

取扱金融機関 戦略産業雇用創造プロジェクト関連融資利子補給制

度の指定金融機関

制度開始日 平成２５年１０月（予定）

（※） 都道府県の実施する戦略産業雇用創造プロジェクトに参加する事業者に対して、

厚生労働大臣の指定を受けた金融機関が融資を行う場合に、国が予算の範囲内で、

利子の一部（最大１．０％、５年間）を支給する金融上の支援措置

担当課・担当名 商業・経営支援課 金融担当 課･担当電話番号 075-414-4822

商工労働観光－２



平成２５年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業技術支援事業費

予 算 額 ２２０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

産学公連携による新製品開発等を支援するため、ニーズの高い試験研

究機器を重点整備し、技術応援体制を強化

２ 事業内容

大学と企業が開発を進めている研究に合わせたニーズの高い試験研究

機器を重点整備するとともに、中小企業技術応援隊の企業訪問活動等の

技術支援を強化し、中小企業が意欲的に取組む新製品の開発等を促進

事 業 内 容

（１）機器活用事業

目 的 ①中小企業技術応援隊による試験研究機器のＰＲ訪問及び新たな産

対 象 学公連携企業の掘りおこし

方 法 等 ②市場ニーズが高く大学の研究が活発な分野の研究会を発足し、

共同試作の実施等により技術開発を促進

（２）研究開発に必要な機器の整備

①高速化・高精度化技術分野

（試作工程の画期的短縮につながる機器等の導入）

②光応用技術分野

（レントゲンに代替する光ＣＴの開発等の試験研究機器の導入）

担当課・担当名 中小企業技術センター 総務課 課･担当電話番号 075-315-2811

商工労働観光－３



平成２５年度９月補正予算案主要事項説明

政策企画部、商工労働観光部

事 業 名 ものづくり産業正規雇用創出事業費

予 算 額 ３９２，０１４千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

国の戦略産業雇用創造プロジェクトの採択を受け、産業政策と雇用政

策を「オール京都」体制で一体的に推進することにより、良質で安定的

な雇用を創出

２ 事業内容

（１）ものづくり人材の育成

①「京都試作塾」(仮称)の開設による大学や企業が行う研究開発への

事 業 内 容 試作を通じた中小企業の参画支援

②ＯＪＴによる若手職人の自立・創業と後継者育成の支援

目 的 ③企業が必要とする人材の確保を支援するため、「ものづくり企業人

対 象 財確保プロジェクトオフィス」(仮称)を京都ジョブパークに設置

方 法 等 ④企業実習を組み入れた実践型の求職者訓練の新設とものづくり企業

とのマッチング 等

（２）分野融合による中小企業の育成

①国内外の大手企業等との戦略的な事業提携や多様な業種間での集中

的なマッチングの支援

②付加価値の高い事業創出をプロデュースできる高度な人材の導入支援

③関西文化学術研究都市内の企業等が有する優れた技術を活用した

「けいはんなオープンイノベーションマッチングシステム」の構築 等

（３）新たな産業育成拠点の創設

①「ライフサイエンス連携・融合センター」(仮称)の創設による中小

企業の医療関連分野への参入支援

②「京都クロスメディア・クリエイティブセンター」(仮称)の創設に

よるコンテンツ業界の連携や新事業創出支援

③「戦略的ＩＣＴものづくり融合センター」（仮称）の創設による

ＩＣＴ企業とものづくり企業とのビジネスマッチング支援 等

文化学術研究都市推進課 計画推進担当 075-414-5194

総合就業支援室 企画担当 075-682-8912

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成担当 課･担当電話番号 075-414-5103

染織・工芸課 染織担当 075-414-4856

緊急経済・雇用対策課 075-414-4872

商工労働観光－４



平成２５年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 高度人材正規雇用促進事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

ポストドクター（博士課程を修了した若手研究者）等の不安定な就労

が増加する中、高度人材を求める企業とのマッチング等により、ポスト

ドクター等の正規雇用化を促進

事 業 内 容 ２ 事業内容

ポストドクター等で就職が困難な状況にある者と高度人材を求める企

目 的 業とのマッチングイベント等を実施

対 象

方 法 等 ・求職者向けセミナーの開催

・求職者と企業とのマッチング（ポストドクター等が研究成果を発表す

る自己ＰＲや企業説明会）の実施

・教育・学習支援事業者に対し、厚生労働省のキャリアアップ助成金につ

いて周知を実施

３ 事業効果

３０名の正規雇用を創出

担当課・担当名 総合就業支援室 京都ジョブパーク担当 課･担当電話番号 075-682-8913

商工労働観光－５



平成２５年度９月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 革新的エネルギーシステム創出事業費

予 算 額 ７，４００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

文部科学省「地域イノベーション戦略支援プログラム」の採択を契機

として、オール京都の産学公連携体制により、革新的エネルギーの構築

を推進

２ 事業内容

（１）テーマ名

「京都次世代エネルギーシステム創造戦略」

～二酸化炭素による地球温暖化とエネルギー問題の解決に向けて～

事 業 内 容

（２）提案者

目 的 京都府、京都市、京都商工会議所・（公社）京都工業会

対 象 （公財）京都産業２１、京都府中小企業団体中央会、関係大学・金融機関

方 法 等 【総合調整機関】 (公財)京都高度技術研究所

（３）事業期間

平成２５年度～２９年度

（４）研究開発テーマ

エネルギーを効率的に「蓄える」「創る」「使う」の研究

①蓄電領域

二酸化炭素を原料として新規燃料を製造、電力の貯蔵を科学的

に行う開発

②創電領域

水素発生剤や触媒などの燃料電池のキーとなる材料を開発

③節電領域

リアルタイム制御による省エネを実現するシステムを開発

担当課・担当名 ものづくり振興課 ｲﾉﾍ゙ ｼーｮﾝ・産学公連携担当 課･担当電話番号 075-414-4849

商工労働観光－６


